
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 6,230,967
①生活インフラ・国土保全 17,628,910 (2) 長期未払金
②教育 15,463,732 ①物件の購入等
③福祉 530,684 ②債務保証又は損失補償
④環境衛生 57,071 ③その他
⑤産業振興 1,196,772 長期未払金計 0
⑥消防 179,679 (3) 退職手当引当金 792,865
⑦総務 2,108,188 (4) 損失補償等引当金 0
有形固定資産計 37,165,036 固定負債合計 7,023,832

(2) 売却可能資産 0
公共資産合計 37,165,036 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 624,322
２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0
①投資及び出資金 25,196 (4) 翌年度支払予定退職手当 0
②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 46,414
投資及び出資金計 25,196 流動負債合計 670,736

(2) 貸付金 201,400
(3) 基金等 負　　債　　合　　計 7,694,568

①退職手当目的基金 11,764
②その他特定目的基金 739,567
③土地開発基金 179,462 [純資産の部]
④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 5,413,188
⑤退職手当組合積立金 643,636
基金等計 1,574,429 ２　公共資産等整備一般財源等 29,432,015

(4) 長期延滞債権 210,496
(5) 回収不能見込額 △ 56,737 ３　その他一般財源等 △ 1,137,836

投資等合計 1,954,784
４　資産評価差額 0

３　流動資産
(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 33,707,367

①財政調整基金 1,804,764
②減債基金 92,795
③歳計現金 324,597
現金預金計 2,222,156

(2) 未収金
①地方税 78,725
②その他 3,259
③回収不能見込額 △ 22,025
未収金計 59,959

流動資産合計 2,282,115

資　　産　　合　　計 41,401,935 負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,401,935

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産①生活インフラ・国土保全 千円
②教育 千円
③福祉 千円
④環境衛生 千円
⑤産業振興 千円
⑥消防 千円
⑦総務 千円

計 千円
　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円
③一般財源等 千円

計 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 千円）
③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,784,956千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 12,333,757 千円
　[内訳]　普通会計地方債残高 6,855,289 千円 6,855,289 千円
　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 5,107,931 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 119,593 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 250,944 千円 250,944 千円
　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 O 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 O 千円

　基金等将来負担軽減資産 10,066,058 千円
　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,947,106 千円
　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 333,996 千円
　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,784,956 千円
　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 2,267,698 千円
※５　有形固定資産のうち、土地は12,586,634千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は16,454,075千円です。

　　　平成24年度財務書類の概要
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貸借対照表
(平成25年3月31日現在)

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

119,593

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

738
132,623

6,216
226,861

0
0

0
5,107,931

0

3,746,389

30,076
4,068,593
4,243,890

0

財政健全化法上による将来負担額 

普通建設事業費のうち他団体等に
対する補助金・負担金の累計額 

 国から示された作成マニュアルに基づき作成。（総務省方式改訂モデル） 
 ・対象とする会計は、一般会計・渇水事業特別会計 
 ・作成基準日は、平成２５年３月３１日（平成２４年度末） 

左側（借方）は、資産の部として、町
がどのような資産を所有しているか、

どのような資産に資金を投入している

か、資産の運用状況を示しています。 

 資産の部 
 
・土地、建物、構築物などの長期間に
わたって行政サービスを提供するため
の資産（道路、学校、公園など）で、昭
和４４年度以降に取得した資産。 
＜取得原価主義を採用：過去の実際
の支出額を基礎とし、減価償却の手法
を用いる。＞ 
・土地については減価償却をしない。 

 投資等 
 
・「投資及び出資金」については年度末現
在高で計上。 

・「基金」のうち流動性の高いもの（財政調

整基金、減債基金）は、流動資産に分類し

て計上。 
・退職手当組合積立金は、退職手当組合
の保有資産のうち、町の持分相当額を計
上。 

 流動資産 
 
・基金のうち、流動性の高い「財政調整基

金」、「減債基金」と、出納整理期間終了

後の歳入決算額から歳出決算額を引い

た「歳計現金」と税等の未収金を計上。 

農業信用基金出資金、

山梨信用保証協会出
捐金など 

勤労者住宅貸付金預託
金など 

退職手当組合
の資産のうち
町持分相当額 

地方債年度末残高 
(翌年度償還額は除く) 

年度末に全職員が普通退

職した場合の要支給額 

地方債残高のう

ち翌年度償還予

定額 

右側（貸方）は、資金をどのように集めたか資
金の調達状況を示します。 
 
地方債など将来の支出を義務付けられているも
のを負債として、国・県補助金や税金等の自己
資本を純資産として表しています。 

 固定負債 
 
・借入金である地方債のうち、翌年度償還の元金
償還額（利子は含まない）を除いた額を地方債に
計上。 
・退職給与引当金は、一般会計に属する職員全員
が年度末に普通退職したと想定した場合に必要な
退職手当支給額を計上。（年度末退職者は除く） 

 流動負債 
 
・地方債残高のうち、翌年度に償還期限が到来
する地方債の元金償還金を計上。 

 純資産 
 
・資産を形成するために調達した資金のうち、将来
に負担を残さないもの。 
 ＜資産の部－負債の部＝純資産＞ 
・「国庫支出金」「県支出金」については、借方にあ
る有形固定資産の取得の際に財源となったもので、
有形固定資産にあわせて減価償却して計上。 

町税などの収入未済み
額のうち、1年を超えて
未収のもの 

町税などの収入未済み
額のうち、1年以内に発
生したもの 

翌年度に予定されている期
末・勤勉手当のうち、当年
度の負担相当額 

資金収支計算書の期末
歳計現金残高から 純資産変動計算書から 



行政コスト計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 799,144 12.1% 100,493 126,337 69,668 74,198 23,291 3,980 315,757 85,420 0

（２）退職手当引当金繰入等 64,649 1.0% 7,087 8,869 6,634 4,695 1,220 0 35,252 892 0

１ （３）賞与引当金繰入額 46,414 0.7% 5,831 6,366 5,293 3,756 1,335 235 18,122 5,476 0

小　　計 910,207 13.7% 113,411 141,572 81,595 82,649 25,846 4,215 369,131 91,788 0

（１）物件費 1,307,698 19.7% 83,268 542,789 121,238 158,224 22,731 34,747 335,364 9,337 0

（２）維持補修費 53,005 0.8% 28,728 15,940 2,193 99 196 2,539 3,310 0

（３）減価償却費 950,186 14.3% 333,899 328,392 35,443 3,077 142,162 29,240 77,973

小　　計 2,310,889 34.9% 445,895 887,121 158,874 161,400 165,089 66,526 416,647 9,337 0

（１）社会保障給付 1,366,839 20.6% 20,636 1,304,237 41,966

（２）補助金等 871,520 13.2% 4,596 46,804 197,150 241,878 28,445 210,079 141,183 1,385 0

３ （３）他会計等への支出額 820,069 12.4% 434,132 0 385,937 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

251,445 3.8% 159,184 0 4,726 490 85,017 0 2,028 0

小　　計 3,309,873 49.9% 597,912 67,440 1,892,050 284,334 113,462 210,079 143,211 1,385 0

（１）支払利息 117,801 1.8% 117,801

（２）回収不能見込計上額 △ 22,025 -0.3% △ 22,025

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 95,776 1.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 117,801 △ 22,025 0

6,626,745 1,157,218 1,096,133 2,132,519 528,383 304,397 280,820 928,989 102,510 117,801 △ 22,025 0

（　構　成　比　率　） 17.5% 16.5% 32.2% 8.0% 4.6% 4.2% 14.0% 1.5% 1.8% -0.3% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 64,711 0 19,684 319 749 240 0 9,445 0 0 14,267 20,007

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 181,149 0 71,118 107,756 0 0 0 416 0 0 0 1,859

245,860 0 90,802 108,075 749 240 0 9,861 0 0 14,267 21,866

ｄ／ａ 3.7% 0.0% 8.3% 5.1% 0.1% 0.1% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0%

6,380,885 1,157,218 1,005,331 2,024,444 527,634 304,157 280,820 919,128 102,510 117,801 △ 22,025 △ 14,267 △ 21,866
（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

 4月1日から翌年の3月31日までの1年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産形成に結

びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させたもの 

職員に対する将来の退職
金支払い見積額のうち当年
度発生額 

純資産変動計算書へ 

土地以外の有形固定資産に
おいて、経年劣化等により価
値が減少したと認められる額 

児童手当、高齢者や障害者等に対す

る援護措置などに要する扶助費 

他団体が補助金を財源と
して公共資産整備を行っ
たもの 

消耗品費、光熱水費、委託
料、備品購入費などの経費 

特別会計などの他会計に対
する財政的な支援金額 

施設を利用した際に徴収す
る料金や、戸籍・住民票・税
務証明など公の役務提供に
対して徴収する金額 

町が特定の事業に充てる
ために、受益者から徴収
する金額 

すべての報酬、特別職の給与、
職員給から退職手当組合負担
金、賞与引当金を除いた額 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 33,851,770 5,437,139 29,444,076 △ 1,029,445 0

純経常行政コスト △ 6,380,885 △ 6,380,885

一般財源

地方税 4,459,214 4,459,214

地方交付税 548 548

その他行政コスト充当財源 581,675 581,675

補助金等受入 1,195,045 123,700 1,071,345

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 452,619 △ 452,619

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 175,198 △ 175,198

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 86,748 86,748

減価償却による財源増 △ 147,651 △ 604,205 751,856

地方債償還等に伴う財源振替 51,075 △ 51,075

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 33,707,367 5,413,188 29,432,015 △ 1,137,836 0

純資産変動計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が1年間でどのように変動したか表
している計算書です。純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので1年
間で今までの世代が負担してきた部分が増えたか減ったかが分かります。 

当年度の貸借対照表へ 

地方譲与税、地方消費税交付

金、財産収入、繰入金、預金利
子及び貸付金収入等の諸収入

を含む 

国及び県からの補助
金等 

経常的でない特別な事
由に基づく損益 

取得時の財源投入額や
処分時の財源増加額の
財源の異動 

貸借対照表に計上された資
産を評価することにより生じ
た評価差額、無償で受贈し
た資産の評価額を計上 

公共資産等の取得に
充てられた一般財源 

公共資産等の取得に充て
た財源のうち国及び県か
ら補助を受けた部分 

行政コスト計算書より 

将来の使途が制限され
ていない財源 

前年度の貸借対照表から 

町民税、固定資産税、軽自動車税等 

取得時の財源投入額や
処分時の財源増加額の
財源の異動 

マイナスは、資産形成を
伴わずに将来負担が発生
している状況を表す 



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

799,144

1,307,698

1,366,839

871,520

資金収支計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,447,870

548

1,036,489

64,711

117,801

385,937

53,005

4,901,944

354,854

6,770,413

1,868,469

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

181,149

44,792

0

640,000

158,556

172,400

0

18,794

476,165

265,399

16,083

757,647

0

635,346

458

418,049

349,750

△ 407,897

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

0

1,092

479,101

0

1,532,954

0

△ 71,290

395,887

324,597

7,121,255

0

1,092

△ 1,531,862

0

533,461
128,872

172,400
640,000

7,192,545
479,101

 現金の出入りの情報を性質の異なる３つの区分に分けて、表したもの

です。どのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄ったか、

また、どのような性質の活動で獲得し、使用しているかが分かります。 

経常的収支の部 
 
自治体の経常的な行政運営に伴
う支出とそれに伴う支出とそれに
対応する財源。 

公共資産整備収支の部 
 
道路や公園、学校などの公共
資産整備に伴う支出とそれに伴
う支出とそれに対応する財源。
また、他団体や他会計を通じて
行った公共資産整備に対する
普通会計負担額も含まれます。 

投資・財務的収支の部 
 
外郭団体への出資金、基金積
立金、地方債の償還元金などに
伴う支出とそれに伴う支出とそ
れに対応する財源。 

基礎的財政収支 
(プライマリーバランス) 
 
地方債の利払い費と償還額を除い
た歳出と、地方債発行収入を除い
た歳入のバランスを見るもので、持
続可能な財政バランスの実現のた
めの指標 

財政調整基金 

貸借対照表の
歳計現金へ 

地方債及び一時借入
金の利息分の支払額 

地方債元金償還分 

公共施設整備等事業基金  


